
08 09
2016、2020、2024年の1～12月の期間、20歳以上79歳以下の男女を対象とした。 出所：国税庁『会社標本調査』（４～３月決算ベース）による。2023年度調査が最新。

個人寄付の推移 法人寄付の推移

日米英韓の
個人寄付総額比較

個人寄付総額と
名目GDPに占める

割合

2024年
2兆261億円

名目GDP
 0.33%

出所：Charities Aid Foundation（2025）

2024年
2兆9,506億円

現地通貨額
154億ポンド

名目GDP
 0.54%

出所：The Beautiful Foundation（2024）

2024年
1兆1,770億円

現地通貨額
10.7兆ウォン

名目GDP
 0.50%

出所：Giving USA Foundation（2024）

名目GDP
 2.00%

2024年
58兆9,852億円

現地通貨額
3,924億ドル

2020 2024

寄付者数/寄付者率の推移 寄付支出法人/経常所得比

寄付市場の推移と動向01.

4,766万人/44.5%
4,352万人/44.1%

4,571万人/45.4%

2016 2020

24万法人/1.39%

2023

29万法人/1.49%

44万法人/1.89%

2016

2016 2020 2024

1兆3,702億円

8,861億円

2020 20232016

寄 付 寄 付

寄付（ふるさと納税以外）
4,912億円

寄付（ふるさと納税以外）
7,533億円

ふるさと納税
2,844億円

7,756億円

寄付（ふるさと納税以外）
5,401億円

ふるさと納税
6,725億円

1兆2,126億円
1兆1,229億円

会 費

2,328億円 2,989億円 2,796億円

会費 寄付 会費 会費寄付 寄付

2兆261億円

ふるさと納税
1兆2,728億円
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「寄付に近い」「寄付と似ている」と考える活動（複数回答） 寄付についての考えの変化

⑤ 子ども食堂やコミュニティカフェ等を応援するために訪問し、注文する　22.7％
⑥ 環境負荷・エネルギー・CO2の削減に配慮した商品やサービスを利用する　14.7％

⑦ 社会的・環境的効果を意図している金融商品を購入する　10.3%
⑧ 商品やサービスの規定料金とは別に心づけとしてチップを渡す　  9.0％
⑨ アーティストやキャラクター等を応援する活動にお金を使う　  8.5％

⑩ 倫理的な理由などにより、特定の企業やブランドの商品の購入や　　　　 
サービスの利用を取りやめたり、代替品に乗り換える　　　　 

⑪ あてはまるものはない　34.0%

※「そう思う」「どちらかといえばそう思う」のどちらかを選んだ回答者の割合を表示。

n=5,394

① 被災地の応援のために、関連する商品を購入したり現地に旅行したりする　46.6%

② 地産地消の実践のために、地元の特産品を購入する　35.6%

③ 障がい者の雇用や収入につながる商品を購入する　30.6%

④ フェアトレード（開発途上国で作られた商品を　22.8%
適正な価格で取引すること）商品を購入する 　　　

…

ふるさと納税がなかった場合の
ふるさと納税分のお金の行き先

（一人あたりの平均額 69,866.4円）

① 貯蓄

40,340.8円
57.7%

① 貯蓄

40,340.8円
57.7%

③ 国や都道府県、市区町村への寄付
　　（ふるさと納税ではない寄付） 2,060.8円　2.9%
④ その他の団体・活動への寄付　2,024.6円　2.9%
⑤ その他の使途　3,767.2円　5.5%

③③
④④ ⑤⑤

② 生活費・娯楽費 
21,673円
31.0%

② 生活費・娯楽費 
21,673円
31.0%

ふるさと納税に占める
「寄付」的要素の内訳
（一人あたり平均69,866.4円）

②②

① 返礼品が主目的

63,451円
90.8%

① 返礼品が主目的

63,451円
90.8%

② 返礼品が目的でない（広義の寄付） 3,363円 　4.8%
③ 返礼品なし（狭義の寄付） 3,052円 　4.4%

③③

① 寄付金の使い道が
明確で、有効に使って
もらえそうなこと
37.7%

② 活動の
趣旨や目的に
賛同できること
27.2%

③ 寄付の
方法が

インターネット等
で簡便である
こと 
19.8%

④ 税の
優遇措置が
受けられる
こと
19.7%

⑤ 寄付者
に対する
特典が
あること
16.9%

⑥ …

7.0％
寄付白書
2021

寄付白書
2025

寄付白書
2021

寄付白書
2025

寄付白書
2021

寄付白書
2025

寄付先を選ぶ際に重視したこと

 …
⑥ 身近な地域で活動していること　15.1％
⑦ 団体の知名度があること　13.3%
⑧ 多くの人たちが寄付していること　9.6％
⑨ 顧客などで社会的評価がされていること　8.3％
⑩ 団体や活動に関する情報が多いこと　8.3％
⑪ 信用できる（法人やスタッフがしっかりしていること　8.2％
⑫ 税金控除があること　8.2％
⑬ 領収書が発行されること　6.6％
⑭ 法人格があることや法人格の種類であること　3.2%
⑮ その他　2.2%
⑯ 寄付者（個人）の名前が公表されること　1.6%
⑰ 著名人が関わっていること　1.3%

n=2,403

51.8%
42.3%

77.2%
58.9%

44.8%

74.1%

-3.1
ポイント

寄付を問い直す02.

寄付...？

+7.1
ポイント

+2.5
ポイント

寄付は
未来社会への
投資だと思う

将来資産があれば、
亡くなる際に一部を

遺贈寄付してもよいと思う

寄付したお金が
きちんと使われているのか

不安に感じる
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法人寄付に伴う副次的効果と
企業・法人による寄付やその周辺領域の支援の多様な形態

法人寄付の種類別の推移

資本金100万円以下の企業と100億円超の企業による寄付額の推移

ステークホルダーに関連した寄付
・専門的なサービスの寄付（プロボノ）、
   社員等の時間の寄付（ボランティア）
・社員からの寄付募集、左記に加えてのマッチング寄付　など

広報・マーケティング活動に関連した寄付
・マッチング寄付原資の提供
・寄付つき商品（コーズ・リレーテッド・マーケティング）
・協賛費、スポンサーシップでの支援　など

現物等の寄付
・株式など有価証券の寄付
・土地や車両、物品、ソフトウェアなどの寄付
・ポイント制度を通じた寄付　など

＜ポジティブな副次的効果＞

「直営での支援から政策提言ま
で、団体として考える解決に向
けた一連の流れについて、法人
から複数年での大型寄付を獲
得することで、新たな挑戦を安
定的に行うことができた」   など

＜ネガティブな副次的効果＞

「使途指定が極端に限られる
ケースは、実質的に寄付をいた
だいても当団体にとって持ち出
し対応となることがあり、団体
の独自活動が一時的に阻害さ
れることがある」　など

+ -
寄
付
金

2016

2023

2020

1,484

1,236

1,505

996

1,174

965

149億円

172億円

818億円
1,002億円

8,748

6,452

11,233

指定寄附金等 特定公益増進法人等に対する寄附金 その他の寄附金

2016

2020

2023

3,167億円

1,665億円

出所：国税庁『会社標本調査』

（億円）

（億円）

（億円）

寄付先団体

法人寄付者

法人寄付のなぞ03.

資本金100万円以下

出所：国税庁『会社標本調査』

資本金100億円超

受入れ先が判明している
法人寄付の推定値

法人寄付の合計額
2023年度

1兆3,702億円
78,362法人

① 公益社団・
公益財団法人
2018年度

1,096.7億円
9,581法人

③
地方公共団体
（企業版ふるさと

納税）

④
認定NPO
法人

⑦

⑤

⑥
⑧

［億円］… 法人寄付金額の推定値

［法人］… セクターにおける法人数

…
③ 地方公共団体（企業版ふるさと納税）
　 2018年度 / 470.0億円 / 1,462法人 ※2

④ 認定NPO法人
　 2023年度 / 172.2億円 / 1,268法人

⑤ 政党・政治団体
　 2023年度 / 89.2億円 / 59,810法人

⑥ NPO法人
　 2022年度 / 30.9億円 / 50,598法人

⑦ 文化関係独立行政法人
　 2023年度 / 26.0億円 / 4法人 ※3

⑧ 国立研究開発法人
　 2022年度 / 2.5億円 / 8法人 ※3

出所:本文中に記載の各サブセクター資料等
より筆者作成
※1：国内企業からの寄付額の推定値
※2：寄付を受領した団体のみ
※3：文部科学省 a「令和6年度文部科学省
寄附フォーラム 寄附促進に係る諸制度に
ついて」より

② 
大学・短大・専門学校・
大学共同利用機関法人

2023年度

515.1億円 ※1
1,074法人


